
第２回
上下水道・簡易水道運営委員会

令和元年5月28日（火）13:30～

301号会議室
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各水道の創設、統合の流れ

昭和25年

中標津上水道創設

昭和27年

計根別簡易水道創設

昭和47年

養老牛温泉

飲料水供給

施設創設 昭和48年

計根別地区営農用水施設創設

昭和49年

豊岡地区営農用水施設創設

昭和51年

俵橋地区営農用水施設創設

昭和55年

新酪地区農業用水施設創設

昭和42年

第二次拡張

昭和53年

第三次拡張

平成16年

中標津簡易水道創設

高区配水池増設（H16～H17）

浄水場耐震化（H21～H24）

導水管更新（H25～H31）

高区配水池増設（H16～H17）

浄水場耐震化（H21～H24）

導水管更新（H25～H31）

道営事業・開陽地区（H16～H25）

西竹水利施設整備事業（H24～H26）

道営事業・ケネカ地区（H19～H29）、西竹地区（H31～R8）

道営事業・開陽地区（H16～H25）

西竹水利施設整備事業（H24～H26）

道営事業・ケネカ地区（H19～H29）、西竹地区（H31～R8）

施設更新・

単独事業

(H8～12)

施設更新・

単独事業

(H8～12)

S48統合S48統合

S48統合S48統合

計根別農村モデル事業

(S59～62)

計根別農村モデル事業

(S59～62)

道営事業・計根別地区(H9～14)道営事業・計根別地区(H9～14)

俵橋・南俵橋地区俵橋・南俵橋地区

昭和28年

東共栄専用水道創設

昭和34年

郡北専用水道創設

昭和58年

西竹専用水道創設

昭和63年

開陽専用水道創設

平成15年

養老牛専用水道創設

道営事業・西竹第３地区(S54～60)

道営事業・荒川地区(H5 ～10)

道営事業・西竹第３地区(S54～60)

道営事業・荒川地区(H5 ～10)

昭和60年

計根別専用水道創設

昭和35年昭和35年

西竹飲雑用水施設創設

昭和43年昭和43年

南俵橋地区営農用水施設創設

平成12年

第四次拡張

昭和34年

第一次拡張

昭和43年

上武佐簡易水道創設
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上水道給水区域
（54.4km2）

簡易水道給水区域
（328.3km2）（計根別地区）

（西竹地区） （開陽地区）

（養老牛温泉地区）

西竹地区水源

西竹浄水場

上水水源

中標津浄水場
高区配水池

開陽浄水場
第1配水池

開陽水源

養老牛温泉浄水場

養老牛温泉水源

計根別水源

計根別浄水場
第1配水池

低区配水池

中標津町役場

西竹
第2-1配水池

西竹
第1-1配水池

西竹
第1-2配水池西竹

第2-2配水池

開陽
第2配水池開陽

第3配水池

計根別
第3配水池

計根別
第4配水池

計根別
第2配水池

給水区域図
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事業の概要
水道事業 簡易水道事業

創設年度 昭和２５年 昭和２７年

給水人口（31.3.31） ２０，０８８人 ２，８７６人

給水世帯（ 〃 ） ９，７８５世帯 １，２０６世帯

給水普及率 ９９.４２％ ９６．１２％

年間配水量 2,172,754㎥ 1,632,064㎥

事業運営費用 水道料金収入
補助金
企業債

水道料金収入
一般会計繰入金

地方債

会計規模（H29） 8億296万円 5億4,356万円

公営企業会計 特別会計

地方債残高（H29） 21億8,087万円 20億7,091万円

維持管理委託 【H29~R3 包括委託（9,785万円/年）】

配水管 管路延長 178,183m 308,656m
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事業の概要

会計⇒別々 水道（家庭用が多く占める）
簡水水道（営農用が多く占める）

料金⇒同じ
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家庭用

69.0%

官公署

団体用

15.0%

営業用

13.5%

営農用

2.4%

臨時用

0.1%

家庭用

73.4%

官公署

団体用

9.3%

営業用

10.5%

営農用

6.8%
臨時用

0.0%

外 円：有収水量 内 円：水道料金

家庭用

16.9%

官公署

団体用

9.1%

営業用

5.4%

営農用

68.3%

臨時用

0.3%

家庭用

7.9%

官公署

団体用

2.4%
営業用

1.9%

営農用

87.7%

臨時用

0.1%

外 円：有収水量 内 円：水道料金

水 道 簡易水道



歳出は高止まり
水道事業会計における主な歳出と企業債残高

建設改良費は

10年前の

約1.5倍

企業債残高は

10年前の

約1.8倍

（単位：億円）
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歳出は高止まり

建設改良費は

10年前の

約1.1倍

地方債残高は

10年前の

約3.7倍

簡易水道事業特別会計における主な歳出と地方債残高

（単位：億円）
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水道使用料は減少傾向
水道事業・簡易水道事業における給水収益（使用料）

【参考】10年前（H21～25）

水 道 4.16億円

簡易水道 1.24億円

・人口減

・水需要の減

・農業の大規模化

（単位：億円）
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収支バランスを保つため

収支均衡を図るため
・内部留保資金(水道)

・財政調整基金(簡水)
を活用

☞基金への積立、収支改善のための検討

9

これまで 現状 対策

基金枯渇
（Ｒ４）

財政調整基金
へ積立

地方債償還金
増に備える

計画的に老朽管
を耐震化

耐用年数を超えた
管は対処的に修繕

一定を確保 資金活用



○将来を見据えた賢い建設改良を今後も実施

○【簡易水道】現状の料金収入ではR4に

基金が枯渇、収支マイナス（▲5,200万円）

⇒背景として地方債償還金（借金返済）の増

〇簡易水道事業の公営企業会計への移行

○次期水道ビジョンの策定

おさらい

収支均衡を図るため、喫緊の対応が必要
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震度６強の災害対応経費

【上 水 道 】３億２，０００万円

⇒内部留保資金により対応

【簡易水道】１億４，６００万円

⇒財政調整基金へ１億５，０００万円

を積立てる

財政調整基金の考え方

☞基金への積立、収支改善のため検討
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【簡易水道】

収支▲５，２００万円（R4）の解消

将来を見据えた改定

公平性の観点

収支改善のために

☞基金への積立、収支改善のため検討
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歳出を圧縮する経営努力は引き続き行うが、
建設改良の継続・地方債の返済のためには
収支改善のため料金改定が必要



【簡易水道事業】

収支改善のために

☞料金改定の目的
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○ 収支マイナス解消（令和4年度）

○ 財政調整基金残高 1億5,000万円

（令和6年度）



中標津町の水道料金

区 分 基本水量 基本料金 1㎥超過
料金

家庭用 8㎥ 1,500円
（※187.5円）

190円

官公署団体用 16㎥ 4,000円
（250円）

310円

営業用 16㎥ 3,500円
（218.7円）

270円

浴場営業用 100㎥ 7,500円
（75円）

60円

臨時用 1㎥ 500円 500円

営農用 50㎥ 5,000円
（100円）

70円

（税抜）

主な使用水量
と料金

16㎥ 3,020円

16㎥ 4,000円

30㎥ 7,280円

―

―

300㎥ 22,500円

※括弧は１㎥あたりの料金
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中標津町の水道料金

１㎥の水を作るのに必要な経費（給水原価）

と各区分の料金の比較（超過料金）

水道 簡水 家庭用 官公署 営業用 営農用
原価 原価
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家庭用

16.9%

官公署

団体用

9.1%

営業用

5.4%

営農用

68.3%

臨時用

0.3%

家庭用

7.9%

官公署

団体用

2.4%
営業用

1.9%

営農用

87.7%

臨時用

0.1%

外 円：有収水量 内 円：水道料金

簡易水道

具体的なシミュレーション
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簡易水道事業の水は

営農用区分が多く占めている

まずは営農用区分の料金を見直し

使用料を増やすことが会計上必要

家庭用 官公署団体 営業用 営農用 合計

戸数 634戸
（59.9%）

75戸
（7.1%）

38戸
（3.6%）

310戸
（29.3%）

1,059戸

有収水量 97,028㎥
（7.9%）

30,125㎥
（2.4%）

23,307㎥
（1.9%）

1,076,393㎥
（87.7%）

1,227,658㎥

使用料 2,202万円
（16.9%）

1,177万円
（9.1%）

700万円
（5.4%）

8,879万円
（68.3%）

1億3,002万円



具体的なシミュレーション

水道 簡水 家庭用 官公署 営業用 営農用
原価 原価

将来を見据えた改定が必要

（検討案1）
１３３円
≒家庭用の７割

料金負担の割合
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家庭用

69.0%

官公署

団体用

15.0%

営業用

13.5%

営農用

2.4%

臨時用

0.1%

家庭用

73.4%

官公署

団体用

9.3%

営業用

10.5%

営農用

6.8%
臨時用

0.0%

外 円：有収水量 内 円：水道料金

家庭用

16.9%

官公署

団体用

9.1%

営業用

5.4%

営農用

68.3%

臨時用

0.3%

家庭用

7.9%

官公署

団体用
2.4%

営業用

1.9%

営農用

87.7%

臨時用

0.1%

外 円：有収水量 内 円：水道料金

水 道 簡易水道

具体的なシミュレーション
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具体的なシミュレーション

料金改定のための検討案として
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見直す
区分

•営農用区分

•全ての料金区分

•負担が低めな家庭用、営農用

料金体系
•基本料金

•超過料金

•超過料金における段階的傾斜

時 期
•来年度から

•赤字年度まで先延ばし

•数年で段階的に値上げ



具体的なシミュレーション

今後の簡易水道事業スケジュール
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令和2年度

• （料金改定）

• 公営企業会計準備

令和3年度

• 第7期中標津町総合発展計画

• 公営企業会計準備

令和4年度
• 公営企業会計準備

令和5年度
• 公営企業会計適用（準備）

令和6年度

• 料金改定見直しの検討

• 公営企業会計適用

令和7年度

• （料金改定）

• 次期水道ビジョンの策定



効果・影響

全ての
料金区分
の改定

○収入増が見込まれる
○次期料金改定へ向けて上げ幅が小さくなる
△給水原価と供給単価の乖離の差が残る

（営農用と他の区分の差が縮まらないなど）

基本料金
超過料金
の改定

○平準化が図られる（基本料金）
○給水原価と供給単価のバランス（営農用超過料金）
○次期料金改定へ向けて上げ幅が小さくなる
△大口の使用者にとっては負担増（超過料金）
○大口の使用者にとっては負担減（段階的超過料金）
△水道事業会計との整合性がとれない

時 期

○早い改定ならば、収支改善とともに、財政調整基金への積立が可能
△遅い改定ならば、収支改善は図られるが財政調整基金への積立がで

きない
○△段階的値上げは、基金積立が少なくなるが、使用者にとっては

負担減となる

参考：おもな検討案におけるメリットデメリット

具体的なシミュレーション
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検討案

22

基本料金 超過料金

営農用 その他 営農用 その他

案１ ― ― +70円 ―

案１’ ― ― +35円（1年目）

+35円（2年目）
―

案２ ― ― +60円 ―

案２’ ― ― +30円（1年目）

+30円（2年目）
―

案３ ― ― +30円（1年目）

+30円（2年目）

+10円（1年目）

+10円（2年目）

案４ +1,000円 +200円 +20円（1年目）

+20円（2年目）

+10円（1年目）

+10円（2年目）

案５ ― ― +60円（51~300㎥）

+40円（301~600㎥）

+0円（601㎥~）

（1年目）

+20円（1年目）



具体的なシミュレーション

☞R4改定の先延ばしは難しい

☞基金積立は先延ばしするほど難しい

R2に+70円 R3に+70円 R4に+70円
段階的に+70円
(R2:+35円、

R3:+35円)

収支改善
(R4)

◎
（+1,845万円）

◎
（+1,420万円）

◎
（+1,377万円）

◎
（+1,420万円）

財政調整
基金残高

(R6)

◎
（1億6,876万円）

△
（9,854万円）

×
（2,834万円）

△
（1億3,366万円）

案1 改定パターン+70円 （簡易水道事業：営農用超過料金）
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具体的なシミュレーション

☞50万円未満が91％

☞過半数の使用者様 20万円未満

影響額(営農用)

件数 割合

１００万円以上 4 1.1%

９０～１００万円 0 0.0%

８０～９０万円 5 1.4%

７０～８０万円 5 1.4%

６０～７０万円 4 1.1%

５０～６０万円 14 3.9%

４０～５０万円 23 6.4%

３０～４０万円 55 15.4%

２０～３０万円 54 15.1%

１０～２０万円 80 22.4%

０～１０万円 113 31.7%

計 357 100.0%

※H29実績ベースを基に超過分+70円にて試算(消費税影響額を含む)
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具体的なシミュレーション

影響額(営農用)

影響額 水道
簡易
水道

計 割合 年間総支払額

１００万円以上 1 3 4 1.1%
292万円(142万円増)(最高)

～207万円(102万円増)

９０～１００万円 0 0 0 0.0% ―

８０～９０万円 0 5 5 1.4% 平均 174万円(85万円増)

７０～８０万円 1 4 5 1.4% 平均 158万円(77万円増)

６０～７０万円 2 2 4 1.1% 平均 134万円(65万円増)

５０～６０万円 0 14 14 3.9% 平均 114万円(55万円増)

４０～５０万円 2 21 23 6.4% 平均 97万円(46万円増)

３０～４０万円 4 51 55 15.4% 平均 74万円(35万円増)

２０～３０万円 3 51 54 15.1% 平均 55万円(25万円増)

１０～２０万円 12 68 80 22.4% 平均 36万円(15万円増)

０～１０万円 15 98 113 31.7% 平均 10万円(2万円増)

計 40 317 357 100%

※H29実績ベースを基に超過分+70円にて試算(消費税影響額を含む)

（件）
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☞先延ばしは難しい

☞基金積立の目標は達成できない

R2に+60円 R3に+60円 R4に+60円
段階的に+60円
(R2:+30円、

R3:+30円)

収支改善
(R4)

○
（+440万円）
R6 ﾏｲﾅｽ発生

○
（+4,40万円）
R2基金繰入
R6 ﾏｲﾅｽ発生

○
（+403万円）
R2~3基金繰入
R6 ﾏｲﾅｽ発生

○
（+440万円）
R2基金繰入
R6 ﾏｲﾅｽ発生

財政調整
基金残高

(R6)

△
（1億2,963万円）

×
（6,922万円）

×
（880万円）

△
（9,943万円）

案2 改定パターン+60円 （簡易水道事業：営農用超過料金）

具体的なシミュレーション
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案３ 案４ 案５

内容 超過料金すべて改正
（2年で）

基本料金すべて改定
超過料金すべて改定

（2年で）

超過料金営農用を水量にあわ
せ傾斜改定、その他も改定

収支改善
(R4)

○
（+185万円）

R2,R5,R6基金繰入

○
（+0万円）

R2,R4,R5,R6基金繰入

○
（+0万円）

R4,R5,R6基金繰入

財政調整
基金残高

(R6)

△
（8,660万円）

×
（3,005万円）

△
（9,475万円）

水道事業
会計への

影響

+2,485万円
（2年目）

+4,694万円
（2年目）

+2,082万円

家庭16㎥
団体16㎥
営業16㎥
営農300㎥

年間影響額 +1,920円
+0円

+3,360円
+180,000円

年間影響額 +4,320円
+2,400円
+5,760円

+132,000円

年間影響額 +1,920円
+0円

+3,360円
+180,000円

他の検討案

具体的なシミュレーション
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MEMO
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